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１９６０年（昭和３５年）に建築された木造平
屋建て約６５㎡で、4月に敷地内の擁壁が崩
落して斜面下の家屋が損壊する被害が発
生。市は特措法に基づき、所有者の市外の
５０代男性に改善命令を出したが、男性は
「資力がない」として応じなかったため、８月
に代執行を決定。今後、擁壁と土砂を取り除
く作業を進める。費用約８００万円。
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１９４５年（昭和２０年）に建築された木造亜
鉛メッキ鋼板ふきの２階建て、延べ床面積は
１１６㎡。２００６年（平成１８年）から空き家に
なった。老朽化が激しく危険なため、解体・
撤去の緊急性があったため、２月以降、所
有者の７０代女性に勧告書、通知書を送付
したが、所有者は１０月に死去した。
　そのため、１２月会議で建物の解体及び撤
去の議案を提出し、可決された。解体費用
は約１３０万円。
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対象の倉庫兼車庫は町中心部にあり、木造
3階建てで延べ床面積290㎡。築60年以上が
経過し、隣接する東側の店舗に向かって傾
いている。屋根は所有者が取り外したとい
い、柱やはり、壁などが激しく傷んでいる。
2、3年前から「倒壊の危険がある」と住民が
町に相談していた。しかし、所有者は、資金
のめどが立たず、放置していた。除却費用
数百万円は、全額を所有者に請求する
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１９６９年（昭和４４年）に建築された、木造２
階建ての住宅、延床面積約１５０㎡で、２０
年以上に渡り空き家状態だった。平成25年
までは屋根雪処理は行われていたが、2 6年
の大雪で２階の一部が倒壊、以降、雪処理
は行われておらず、降雪状況によっては市
道、隣家への倒壊の危険性が非常に高いと
判断。所有者が死去し、相続人全員が相続
放棄したことから、財産管理人に対し勧告し
たが行わないため、行政代執行となった。費
用約２６０万円は所有者に請求する。

行政代執行　事例１
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木造2階建ての一戸建ての住宅。平成18年
頃より敷地内および建物内でごみの散乱状
況が見られ、近隣から苦情が寄せられてい
た。前面道路は小学校の通学路に指定され
ており、外壁が一部崩壊状態でありこのまま
放置することは危険な状況であった。管理者
に対して勧告をしたが、期日までに履行され
なかったため、「敷地内ゴミ２０トンの撤去」、
「建物は、撤去せずに、外壁と柱の補修」す
ることの行政代執行を行った。費用は確定
後、所有者へ請求する。
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１９５８年（昭和３３年）に建築された木造２階
建て約４１．０１㎡、ゴミ約４３０㎥（１３０ト
ン）、所有者の死亡後、法定相続人も相続放
棄または死亡、建物が約１１度傾斜し、倒壊
の可能性が高い。敷地内残置物に放火に
よる出火や周辺への延焼の恐れが危惧さ
れており、係る事故を未然に防止する必要
があると判断。費用：除却1980万円、廃棄物
処理費300万円、相続財産管理人費用400
万円、総額約2580万円）
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１９６０年（ 昭和３５年）に建築された、木造２
階建て住宅、延床面積約３４㎡で、老朽化が
進み、壁面が大きく崩れている。いずれ倒壊
することが不可避で、周辺に危害を及ぼす
恐れが高いと判断した。
　前年７月に立ち入り調査を実施し、これま
でに助言・指導や勧告などの手順順を踏ん
で老朽化対策を講じるよう働きかけたが、聞
き入れなかったため、行政代執行となった。
解体と廃材処分の費用約１８０万円。

行政代執行　事例２


